
日時：令和６年１２月２４日（火）１４：００～１６：３０
場所：大分県庁 新館１３階 １３３会議室

前回（10/23）の委員会における主な意見と対応

①R7予算 「児童相談所施設整備事業」について

②今後の論点・報告書の骨格について

③継続について
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議事１．令和７年度大分県森林環境税活用事業予算案について

　　（非公開）



森との共生推進室 森づくり推進班 R7予算要求額：3,000千円(県環境税)議事２．第４期実績報告書 骨格案について

議事３．県民意識調査結果について

令和６年度　大分県森林環境税に関する意識調査結果

調査時期：令和6年8月～9月

調査方法：調査会社への委託

　　　　　郵送により調査票を郵送、Weｂ又は郵送により回答を回収。

個人
（無作為抽出）

法人
（県内企業）

参考
県政モニター

個人
（無作為抽出）

法人
（県内企業）

参考
県政モニター

対象者（社）数 2,000 1,000 105 7.1％ 13.3％ 41.0％

回答者（社）数 787 504 61 78.8％ 81.8％ 80.3％

回収率（％） 39.4％ 50.4％ 58.1％ 76.2％ 78.2％ 80.3％

県森林環境税の導入を知っていた。 22.1％ 42.9％ 63.9％ 重点を置くべき事業 （１位） 災害に強い森林づくり 災害に強い森林づくり 荒廃森林の整備

高い 13.9％ 16.5％ 18.0％ （２位） 荒廃森林の整備 荒廃森林の整備 災害に強い森林づくり

妥当 72.3％ 76.4％ 70.5％ （３位） 再造林による森林再生 再造林による森林再生 再造林による森林再生

低い 9.3％ 2.2％ 9.8％ （４位） 林業の担い手確保育成 林業の担い手確保育成 林業の担い手確保育成

法人の税額を知っていた。 6.1％ 29.6％ 34.4％ （５位） 鳥獣害対策 鳥獣害対策 鳥獣害対策

高い 10.5％ 20.2％ 9.8％ （６位） 森林環境教育の推進 森林環境教育の推進
森林づくりﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
の推進

妥当 61.6％ 70.4％ 67.2％ 17.3％ 28.8％ 49.2％

低い 22.6％ 7.5％ 23.0％

調
査
項
目

調
査
項
目

国の森林環境税事業の認知度
　知っていた+大体知っていた。

個人の税額は？

法人の税額は？

県森林環境税事業の認知度
　知っていた+大体知っていた。

県森林環境税事業の評価
　賛成+どちらかと言えば賛成

県森林環境税の継続について
　賛成＋どちらかと言えば賛成
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①県森林環境税の認知度
＜個人＞ ＜法人＞

個人で県森林環境税の導入について
知っていたのは２２．１％にとどまる。
（参考：県政モニター ６３．９％）

年代別では、70歳以上は２９．３％が
知っていたが、20歳代は７．１％にとどまる。

個人に比べ、法人は知っているのが
４２．９％と高い。

若い世代の認知度が低い

県民全体、特に若い世代への
広報が必要

②県森林環境税の徴収額について
＜個人（個人県民税）＞ ＜法人（法人県民税）＞

個人・法人とも、「妥当な額」、または
「低い（もっと高くてもいい）」が
８１．６％、７７．９％と高い値。
（参考：県政モニター ８０．３％）

個人の年代別では、「高い」と感じるのは
70歳以上は７．４％であるが
20歳代は２０．０％と他の世代に比べて
高くなっている。

金額については約８割が妥当

８１．６％ ７７．９％
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③県森林環境税の継続への賛同度
＜個人＞ ＜法人＞

個人・法人とも、継続について「賛成」、
または「どちらかと言えば賛成」が
７６．２％、７８．２％と高い値。
（参考：県政モニター ８０．３％）

「わからない」も一定数存在する。

年代別では、20歳代の「わからない」が
２４．７％であり、他の世代に比べて高い。

継続については８割近くが肯定的

７６．２％ ７８．２％

④県森林環境税の使途について
＜個人＞

個人・法人、また性別、世代問わず順位はほぼ同じ（法人は森づくり活動推進とレクリエーションが入れ替わり）

0 10 20 30 40 50 60 70

災害に強い森林づくり

荒廃森林の整備

再植林による森林の再生

林業の担い手確保と育成

鳥獣被害対策

森林環境教育、木育

県産材の利用促進

景観再生

森づくり活動推進

森林レクリエーション環境整備

県産しいたけの販売促進

64.9%

56.8%

44.4%

37.1%

32.3%

18.3%

11.7%

9.3%

7.9%

7.3%

3.6%

①災害対策②荒廃林整備③再造林④担い手育成⑤鳥獣害対策⑥森林教育の順番となっている。

※重点を置くべきと考える上位３つを選択。

県の森林環境税と
国の森林環境税の両輪での
取組が重要
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⑤国の森林環境税の認知度
＜個人＞ ＜法人＞

個人で国の森林環境税の導入について
知っていたのは１７．３％にとどまる。
（参考：県政モニター ４９．２％）

法人では２８．８％。

年代別では、３０代と６０代で認知度が
高い。

県環境税と国の環境税の違いを
広報し、理解を促進

議事４．社会情勢の変化、本県の森林・林業をとりまく現状と課題
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議事５．第３期の課題への対応状況について
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安全・安心
の

森づくり

森林資源
の

循環利用

次世代
に
つなぐ
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第４期に残された課題に対する対応状況第４期に残された課題に対する対応状況

放置された人工林が
流木化の恐れ

人工林（災害要因）の除去や
広葉樹林化による機能の向上

実
施
後

実
施
前

【河川沿いの整備イメージ】

【県環境税活用】

（ｈａ）
第４期実績面積第３期実績面積

市町村
別合計

R6
（予定）R5R4R3市町村

別合計R2R1H30H29H28

0.00 0.65 0.65由布市
1.56 0.95 0.610.46 0.46津久見市
0.19 0.190.85 0.390.180.28佐伯市
0.00 0.89 0.160.73竹田市
1.08 0.85 0.23 0.69 0.69 豊後大野市
8.21 4.39 2.08 0.79 0.95 7.92 2.90 2.06 0.55 0.71 1.70 日田市
2.29 0.68 0.85 0.44 0.32 3.70 0.39 0.87 0.05 1.15 1.24 中津市
1.18 0.56 0.62 0.00 杵築市
1.02 1.020.25 0.25臼杵市

15.53 6.02 3.95 2.83 2.73 15.41 4.30 3.36 2.22 1.86 3.67 小計

第４期に残された課題に対する対応状況第４期に残された課題に対する対応状況

剥皮被害 造林木の食害 クヌギ萌芽の食害

シカ林業被害
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(百万円)

シカ農業被害→事業開始(H20～)

【県環境税活用】
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第４期に残された課題に対する対応状況第４期に残された課題に対する対応状況

従来：3,000本/ha植栽 低コスト：2,000本/ha植栽

R3 R4 R5

大分市 22 11 5

別府市 0 5 3

中津市 29 17 33

日田市 153 240 248

佐伯市 277 314 360

臼杵市 1 1 8

津久見市 0 0 0

竹田市 33 54 75

豊後高田市 3 7 9

杵築市 55 45 33

宇佐市 19 20 20

豊後大野市 52 52 47

由布市 42 52 65

国東市 9 7 10

姫島村 0 0 0

日出町 9 3 0

九重町 25 85 99

玖珠町 28 22 54

合計 759 934 1,069

（ha）

【県環境税活用】

第４期に残された課題に対する対応状況第４期に残された課題に対する対応状況
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【国環境税活用】
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第４期に残された課題に対する対応状況第４期に残された課題に対する対応状況 【県環境税活用】

第４期に残された課題に対する対応状況第４期に残された課題に対する対応状況 【県環境税活用】
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